
平成１９年度 １２月補正予算

予 算 の 概 要

財 政 課



1  会 計 別 予 算 額

補正前予算額 補   正   額 補正後予算額 構成比
前年同期予算額

（平成18年12月現計）
対前年増減率

62,660,880 607,658 63,268,538 48.1 62,023,263 2.0

45,946,757 399,683 46,346,440 35.3 45,057,611 2.9

土地取得事業特別会計 400,000 400,000 0.3 400,000 0.0

塩田有線放送電話事業特別会計 41,769 5,773 47,542 0.0 52,757 △ 9.9

交通災害共済事業特別会計 65,280 65,280 0.0 64,372 1.4

同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計 81,351 81,351 0.1 108,189 △ 24.8

国民健康保険事業特別会計 15,571,340 156,010 15,727,350 12.0 14,776,180 6.4

老人保健事業特別会計 15,926,173 246 15,926,419 12.1 16,481,013 △ 3.4

介護保険事業特別会計 11,605,455 10,810 11,616,265 8.8 10,991,978 5.7

社会福祉授産事業特別会計 72,831 656 73,487 0.1 75,946 △ 3.2

駐車場事業特別会計 183,643 183,643 0.1 152,996 20.0

市街地再開発事業特別会計 214,337 214,337 0.2 280,352 △ 23.5

真田公共下水道事業特別会計 1,103,655 166,370 1,270,025 1.0 1,008,242 26.0

真田農業集落排水事業特別会計 158,325 39,387 197,712 0.2 158,583 24.7

武石診療所事業特別会計 161,988 △ 569 161,419 0.1 143,367 12.6

武石簡易水道事業特別会計 102,572 20,800 123,372 0.1 88,258 39.8

獅子ヶ城簡易水道事業特別会計 7,673 7,673 0.0 9,356 △ 18.0

武石農業集落排水事業特別会計 250,365 200 250,565 0.2 266,022 △ 5.8

18,757,174 3,046,474 21,803,648 16.6 19,374,370 12.5

真田有線放送電話事業会計 66,559 △ 188 66,371 0.1 66,692 △ 0.5

        収益的支出 57,409 △ 188 57,221 0.0 57,542 △ 0.6

        資本的支出 9,150 9,150 0.0 9,150 0.0

産院事業会計 384,399 2,289 386,688 0.3 353,222 9.5

        収益的支出 373,702 2,289 375,991 0.3 332,931 12.9

        資本的支出 10,697 10,697 0.0 20,291 △ 47.3

水道事業会計 4,511,248 1,716,272 6,227,520 4.7 4,985,953 24.9

        収益的支出 2,954,662 △ 26,388 2,928,274 2.2 2,972,393 △ 1.5

        資本的支出 1,556,586 1,742,660 3,299,246 2.5 2,013,560 63.9

公共下水道事業会計 12,152,409 1,273,774 13,426,183 10.2 12,384,453 8.4

        収益的支出 4,624,846 △ 308 4,624,538 3.5 4,524,951 2.2

        資本的支出 7,527,563 1,274,082 8,801,645 6.7 7,859,502 12.0

農業集落排水事業会計 1,642,559 54,327 1,696,886 1.3 1,584,050 7.1

        収益的支出 1,051,569 2,201 1,053,770 0.8 1,052,951 0.1

        資本的支出 590,990 52,126 643,116 0.5 531,099 21.1
※企業会計は収益的支出に減価償却費等現金を伴わない支出を含む。

127,364,811 4,053,815 131,418,626 100.0 126,455,244 3.9

平 成 19 年 度 上 田 市 12 月 補  正 予  算 の 概 要

総               合               計

会               計               名

一        般        会        計

特        別        会        計

企        業        会        計

         （単位：千円、％）
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２  一般会計予算額

1 市         税 22,483,377 22,483,377 35.5 20,892,535 7.6

2  地方譲与税 720,000 720,000 1.1 1,930,000 △ 62.7

3  利子割交付金 50,000 50,000 0.1 63,000 △ 20.6

4  配当割交付金 55,000 55,000 0.1 30,000 83.3

5  株式等譲渡所得割交付金 70,000 70,000 0.1 35,000 100.0

6  地方消費税交付金 1,690,000 1,690,000 2.7 1,700,000 △ 0.6

7  特別地方消費税交付金 1 1 0.0 1 0.0

8  ゴルフ場利用税交付金 20,000 20,000 0.0 23,000 △ 13.0

9  自動車取得税交付金 310,000 310,000 0.5 320,000 △ 3.1

10  地方特例交付金 200,000 200,000 0.3 420,000 △ 52.4

11  地方交付税 11,885,659 11,885,659 18.8 12,600,000 △ 5.7

12  交通安全対策特別交付金 30,000 30,000 0.0 33,000 △ 9.1

13  分担金及び負担金 1,173,102 3,677 1,176,779 1.9 1,219,747 △ 3.5

14  使用料及び手数料 1,278,794 △ 25,000 1,253,794 2.0 1,291,836 △ 2.9

15  国庫支出金 3,754,149 15,838 3,769,987 6.0 4,245,862 △ 11.2

16  県 支 出 金 2,767,852 4,449 2,772,301 4.4 2,197,932 26.1

17  財 産 収 入 164,672 164,672 0.3 153,842 7.0

18  寄   附   金 5,252 2,000 7,252 0.0 4,011 80.8

19  繰   入   金 1,358,190 △ 788 1,357,402 2.1 941,935 44.1

20  繰   越   金 1,800,000 124,834 1,924,834 3.0 1,822,510 5.6

21  諸   収   入 6,502,232 19,848 6,522,080 10.3 6,008,352 8.6

22  市         債 6,342,600 462,800 6,805,400 10.8 6,090,700 11.7

62,660,880 607,658 63,268,538 100.0 62,023,263 2.0

補正前予算額 補正後予算額
歳                    入

款
補   正   額

歳    入    合    計

         （単位：千円、％）

構成比 対前年増減率
前年同期予算額

（平成18年12月現計）
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1   議     会     費 374,031 △ 1,940 372,091 0.6 366,066 1.6

2   総     務     費 6,755,240 202,505 6,957,745 11.0 7,653,057 △ 9.1

3   民     生     費 16,112,260 △ 12,512 16,099,748 25.4 14,980,014 7.5

4   衛     生     費 3,860,478 9,122 3,869,600 6.1 3,810,801 1.5

5   労     働     費 285,449 △ 15,002 270,447 0.4 296,637 △ 8.8

6   農林水産業費 3,182,688 △ 54,274 3,128,414 4.9 3,260,943 △ 4.1

7   商     工     費 4,605,047 610 4,605,657 7.3 4,124,373 11.7

8   土     木     費 10,893,815 84,759 10,978,574 17.4 10,650,164 3.1

9   消     防     費 1,529,346 △ 3,010 1,526,336 2.4 1,617,176 △ 5.6

10   教     育     費 5,507,577 32,598 5,540,175 8.8 5,395,241 2.7

11   公     債     費 9,454,949 346,907 9,801,856 15.5 8,721,964 12.4

12   予     備     費 100,000 0 100,000 0.2 100,000 0.0

13   災 害 復 旧 費 0 17,895 17,895 0.0 1,046,827 △ 98.3

62,660,880 607,658 63,268,538 100.0 62,023,263 2.0

補   正   額 構成比

歳    出    合    計

対前年増減率
款

歳                    出
補正前予算額 補正後予算額

前年同期予算額
（平成18年12月現計）

         （単位：千円、％）
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３  歳出予算性質別区分

補正前予算額 補   正   額 補正後予算額 構成比
前年同期予算額

（平成18年12月現計）
対前年増減率

 人     件     費 9,754,482 87,330 9,841,812 15.6 10,074,737 △ 2.3

 扶     助     費 6,465,198 4,148 6,469,346 10.2 6,156,650 5.1

 公     債     費 9,454,949 346,907 9,801,856 15.5 8,721,911 12.4

小           計 25,674,629 438,385 26,113,014 41.3 24,953,298 4.6

 普通建設事業費 7,789,514 36,337 7,825,851 12.4 6,326,662 23.7

      補助事業費 3,370,792 4,831 3,375,623 5.3 2,691,555 25.4

      単独事業費 4,184,327 31,506 4,215,833 6.7 3,446,820 22.3

      その他 234,395 0 234,395 0.4 188,287 24.5

 災害復旧事業費 0 17,895 17,895 0.0 1,046,827 △ 98.3

      補助事業費 0 12,895 12,895 0.0 586,863 皆減

      単独事業費等 0 5,000 5,000 0.0 459,964 △ 98.9

 失業対策事業費 0 0 0 0.0 0

小           計 7,789,514 54,232 7,843,746 12.4 7,373,489 6.4

 物     件     費 7,232,305 141,032 7,373,337 11.7 7,679,253 △ 4.0

 維 持 補 修 費 349,469 30,570 380,039 0.6 700,942 △ 45.8

 補  助  費  等 9,291,178 51,185 9,342,363 14.8 9,447,654 △ 1.1

 積     立     金 1,838,404 0 1,838,404 2.9 1,832,574 0.3

 投資及び出資金 0 50 50 0.0 0 皆増

 貸     付     金 5,750,534 0 5,750,534 9.1 5,254,092 9.4

 繰     出     金 4,634,847 △ 107,796 4,527,051 7.2 4,681,961 △ 3.3

 予     備     費 100,000 0 100,000 0.2 100,000 0.0

小           計 29,196,737 115,041 29,311,778 46.3 29,696,476 △ 1.3

62,660,880 607,658 63,268,538 100.0 62,023,263 2.0

         （単位：千円、％）

合                    計

性        質

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費

4



(一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 本庁主務課
計上額
（千円）

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事      業      名 事       業       内       容

－ 職員人件費（人事異動分） 人材開発課 204,306 ○

・ △102,514 千円

・ 退職手当の増額 306,820 千円

総務費 ◎ 上田市表彰制度検討委員会 秘書課 114 ○

・
・

民生費 国民健康保険事業特別会計繰出金 福祉課 8,141 ○
・ 2,075 千円
・ 6,066 千円

老人保健事業特別会計繰出金 福祉課 246 ○
・ 197 千円
・ 49 千円

介護保険事業特別会計繰出金 高齢者介護課 △ 122,172 ○
・ △ 105,650 千円
・ △ 2,283 千円
・ △ 2,653 千円
・ △ 11,586 千円

出産育児一時金

新上田市の表彰制度の見直しにあたって、表彰基準や表彰制度に対
する様々な課題等に対し、広い見地から意見をいただき、市民の意見
等が反映した表彰制度を構築する。

特別会計への繰出金

特別会計への繰出金

特別会計への繰出金

包括的支援・任意事業繰出金

職員給与費等繰出金

退職、人事異動に伴う人件費の調整

２回開催（予定）
委員１５人（予定）

人事異動等に伴う調整額
（職員18人減、既決1,136人　⇒　補正後1,118人）

職員給与費繰出金
一般管理事務費繰出金

介護給付費繰出金
介護予防事業繰出金

職員給与費等繰出金

（退職者16人増、既決23人　⇒　補正後39人）
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(一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 本庁主務課
計上額
（千円）

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事      業      名 事       業       内       容

民生費 ☆ 相染閣移転改築事業 健康推進課 10,315 ○
・

施設用備品 4,000 千円
施設用消耗品 6,000 千円

・
315 千円

◎ 後期高齢者医療事業準備事業 国保年金課 6,480 ○
・ 100千円
・ 6,380千円

◎ 母子家庭等援護事業 子育て・子育ち支援課 1,648 ○
・

・ 国庫3/4

衛生費 ☆ 特定健診・特定保健指導事業 健康推進課 10,590 ○
・ 1,700千円
・ 8,890千円

☆ 合併浄化槽設置整備事業補助金 生活環境課 981 ○
・

ごみ減量、再資源化対策事業 廃棄物対策課 15,634 ○
・

△ 10,000 ○

既決25,223千円　⇒　補正後40,857千円

実施通知郵送料・検診申込返信郵送料

既決18,419千円　⇒　補正後19,400千円

実施通知送付用(返信用)封筒印刷代

新年度オープン予定の相染閣整備

平成20年度から始まる後期高齢者医療制度の準備経費
制度説明用パンフレット作成費（印刷代）
被保険者証郵送料（22,000件）

母子家庭の母親の自立促進のための支援

古紙類の売却額高騰に伴う資源回収自治会奨励金の増額

子育てをしながら資格取得する母親に対し「高等技能訓練促進費」
月額10万3千円を支給〔児童扶養手当支給家庭、2年以上修業の場
合の終期１/３を補助対象とする〕

水道メーター口径変更に伴う負担金（県水）

平成20年度から始まる特定健診に係る準備経費

施設内の備品、消耗品の購入準備事業

申請者の増加に伴う追加計上

指定袋製作配送委託料

　既存２５㎜⇒変更後４０㎜
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(一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 本庁主務課
計上額
（千円）

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事      業      名 事       業       内       容

農水費 ☆ 有害鳥獣防除対策事業 森林整備課 2,040 ○
・ 市之瀬地区 L=

◎ 林道整備事業 森林整備課 460 ○
・

◎ 市単土地改良事業 土地改良課 2,000 ○

☆ 1,000 ○
・

商工費 ◎ まちづくり推進事業 池波正太郎 5,000 ○
真田太平記館

400 ○

土木費 ☆ 市営住宅管理事業 住宅課 2,000 ○
・

☆ 除排雪対策経費 土木課 43,625 ○
・

・

・

道路除排雪委託

塩カル散布委託料
既決11,950千円　⇒　補正後24,750千円

県営農道保全対策事業費用対効果算定業務委託

既決16,626　⇒　補正後18,626

多目的ホール改修事業(壁面展示ケース設置)

市営土地改良事業工事費

市営団地修繕料の追加計上

水路施設改修等工事費（武石）

作品等購入費

既決10,226千円　⇒　補正後20,651千円

塩カル購入、道路除排雪・塩カル散布委託料の追加計上。
塩カル購入

既決22,600千円　⇒　補正後43,000千円

有害鳥獣防護柵（武石）

沢山線地質安定計算業務委託

1,700ｍ

林道沢山線岩盤崩落による迂回路選定に伴う地質安定計算業務委
託料
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(一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 本庁主務課
計上額
（千円）

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事      業      名 事       業       内       容

土木費 ◎ 公園緑地課 2,600 ○
・ 表面材張替

◎ 公園緑地課 ○
38,250

◎ 建築指導課 3,260 ○

・
・

消防費 消防団員退職報償金 消防総務課 △ 3,490 ○
・

◎ 記念式典への参加 消防総務課 47 ○
・

団員福祉共済掛金 消防総務課 △ 2,207 ○
・

上田城跡公園ｽｹｰﾄﾎﾞｰﾄﾞ施設修繕費

   複合バンク 1基

ｽｹｰﾄﾎﾞｰﾄﾞ施設修繕

退団者の確定による減額

契約期間の改正（平成19年度分）
消防団員福祉共済掛金の減額

自治体消防制度60周年記念式典参加

市指定緊急輸送道路：Ｌ＝約6.0ｋｍ

   アールバック 2基

信州国際音楽村周辺公園用地買収費
公園用地買収費
当初公園用地を借地で予定していたが、用地買収に変更したための増
額分

緊急輸送道路沿道建築物実態調査業務委
託料

緊急輸送道路沿道建築物実態調査業務
地震発生時に、上田市地域防災計画に緊急避難道路として位置付け
られている沿道に立地する住宅・建築物等が倒壊して、避難路を閉塞
することがないよう沿道の建築物等の耐震化を図るための事前調査を
行う。

県指定緊急輸送道路：Ｌ＝約29.0ｋｍ

確定退団者(219人)　56,765千円-予算現額  (239人) 60,255千円

平成19年7月から平成20年3月までの9か月間

団長1人、副団長2人
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(一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 本庁主務課
計上額
（千円）

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事      業      名 事       業       内       容

消防費 ◎ 分団名称の書換修繕 消防総務課 1,840 ○
・

☆ 消防用備品購入費 消防総務課 800 ○
・

教育費 ◎ 私立幼稚園建設事業補助金 保育課 10,000 ○

☆ 中学校備品購入費 学校教育課 2,000 ○

◎ コミュニティ助成事業補助金 生涯学習課 1,600 ○
・

◎ 文化財保護補助金 文化振興課 684 ○
・

☆ 博物館管理運営事業費 博物館 222 ○

工事費　6,841千円　　補助率1/10

NHK大河ドラマの影響により入館者が増え、入館券・しおりが不足する
ため、印刷製本費を増額する。

消防団車両の分団名称等書換修繕

獅子頭・太鼓・笛の新調
石神自治会への補助金

大屋幼稚園園舎改築に係る建設費補助
事業費　99,500千円

全芳院本堂の防災設備及び換気設備工事に対して補助を行う

消防団車両　73台×25,200円

消防団指揮車（丸子地区）

情報教育用機器購入（寄附金充当）

　既決2,400千円　⇒　補正後3,200千円
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(一般会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

款 本庁主務課
計上額
（千円）

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事      業      名 事       業       内       容

災害復旧費 ◎ 農地農業用施設災害復旧費 土地改良課 4,080 ○
・ 需用費 千円
・ 工事請負費 千円
・ 負担金 千円

5,000 ○

◎ 公共土木施設災害復旧事業費 土木課 8,815 ○
・
( 314 千円)
需用費 209 千円
工事請負費 8,606 千円

公債費 ◎ 市債の元金償還金 財政課 346,907 ○
・

・

607,658
※一般会計補正額は１２月補正予算の全体額。
　「１２月補正予算における主な施策」は全体の補正額から政策的な事業等を抜粋しているため、各予算計上額の合計額とは一致しない。

Ｈ1～3臨時地方道整備事業 3件
  （313,333,324円）

台風9号による被災箇所の復旧
（普）深山沢川

旧資金運用部（7％以上）繰上償還

　復旧延長　Ｌ＝21.0ｍ

公的資金補償金免除繰上償還及び借換に伴う元金償還金の補正増

人件費【既決分】

　　護岸工（ 練石積・両岸）  Ａ＝107.0㎡

Ｓ56～59上水道一般会計出資債 4件
  （中丸子町営住宅：644,248円）

  （内村ダム負担金：21,141,955円）
公営企業金融公庫資金（5～７％未満）借換

台風9号による被災箇所の復旧（岩下堰）

災害復旧工事費補助金　　7箇所

Ｓ58公営住宅建設事業

一　般　会　計　補　正　額

  （千曲町団地立替：11,786,664円）
Ｈ3公営住宅建設事業

60
4,000

20
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(特別会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計名 本庁主務課
計上額
（千円）

事      業      名

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事       業       内       容

塩田有線 職員人件費 塩田地域 △ 645 ○ 職員の人事異動に伴う人件費等の調整
特      会 自治センター

◎ 一般管理事業費 塩田地域 462 ○
自治センター

有線放送事業費 塩田地域 220 ○
自治センター

有線放送設備更新事業費 塩田地域 △ 600 ○
自治センター

基金積立金 塩田地域 6,336 ○ 塩田有線放送電話基金積立金
自治センター ・ 既決3,968千円　⇒　補正後10,304千円

5,773

国保特会 職員人件費 国保年金課 △ 508 ○

◎ 制度改正パンフレット作成事業 国保年金課 116 ○

◎ 国保税等控除証明書通知事業 国保年金課 3,300 ○

塩田地区有線放送電話加入者アンケート実施経費

自動放送装置カセットデッキ及び交換機基盤修繕

更新工事施行場所等変更のため減額

職員の人事異動に伴う人件費等の調整

確定申告及び住民税申告の社会保険料控除用に国保税及び介護保
険料の年間支払額を被保険者に通知するための印刷代、郵送代の計
上。

国保と老人保健制度改正に伴う案内パンフレット（広報折込）印刷代

塩田有線放送電話事業特別会計補正額
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(特別会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計名 本庁主務課
計上額
（千円）

事      業      名

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事       業       内       容

国保特会 ◎ システム専用回線設置事業 国保年金課 1,000 ○

☆ 保険給付事業 国保年金課 ○
83,671 ・

888 ・

25,643 ・

17,938 ・

9,100 ・

3,781 ・

◎ 保健事業費 国保年金課 3,995 ○
・ 平成２０年４月１日スタートのための準備

保険税過年度還付金 国保年金課 1,878 ○
・

☆ 国庫支出金超過交付分返還金 国保年金課 5,208 ○

156,010

保険給付費決算見込額の不足額を計上

制度改正に伴うシステム庁内ＬＡＮ設置工事
・国保連合会と全市町村を接続する保険者レセプト管理システム・特
定検診等データ管理システム及び後期高齢者広域連合と全市町村を
接続する後期高齢者医療システムの庁内ＬＡＮ専用回線設置費用

一般被保険者保険税還付金の不足額を計上

特定健康診査の準備事業

実施計画書、パンフレット、受診券等の印刷費

既決9,400千円　⇒　補正後11,278千円

既決524,875千円　⇒　補正後550,518千円

療養給付費負担金過年度分精算に伴う返還金

退職被保険者等高額療養費
既決243,677千円　⇒　補正後261,615千円

一般被保険者療養給付費

国保診療報酬審査費
既決4,987,649千円　⇒　補正後5,071,320千円

既決25,047千円　⇒　補正後25,935千円

国民健康保険事業特別会計補正額

出産育児一時金
既決100,100千円　⇒　補正後109,200千円
結核精神給付金
既決16,799千円　⇒　補正後20,580千円

一般被保険者高額療養費
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(特別会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計名 本庁主務課
計上額
（千円）

事      業      名

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事       業       内       容

老健特会 職員人件費 国保年金課 246 ○

246

介護特会 職員人件費 高齢者介護課 1,811 ○

☆ 保険給付事業 高齢者介護課 ○
△ 60,875 ・

△ 151,587 ・

△ 5,527 ・

△ 27,933 ・

1,462 ・

208 ・

101 ・

過年度国庫支出金返還金 高齢者介護課 ○
193,951 ・ 介護給付費負担金分 176,509 千円

・ 介護予防事業交付金分 4,471 千円
・ 12,967 千円
・ 財政調整交付金分 4 千円

保険給付費決算見込額の過不足額を計上

職員の人事異動に伴う人件費等の調整

職員の人事異動に伴う人件費等の調整

高額介護サービス費

地域密着型介護サービス給付費
既決608,744千円　⇒　補正後547,869千円
介護予防サービス給付費
既決505,290千円　⇒　補正後353,703千円

包括的支援事業・任意事業分

過年度分精算に伴う返還金

既決82千円　⇒　補正後290千円
特定入所者介護予防サービス費
既決281千円　⇒　補正後382千円

地域密着型介護予防サービス給付費
既決11,054千円　⇒　補正後5,527千円
介護予防サービス計画給付費
既決93,107千円　⇒　補正後65,174千円

既決150,079千円　⇒　補正後151,541千円
高額介護予防サービス費

老人保険事業特別会計補正額
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(特別会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計名 本庁主務課
計上額
（千円）

事      業      名

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事       業       内       容

介護特会 ☆ 地域支援事業 高齢者介護課 4,238 ○

・ 既決7,000千円　⇒　補正後11,238千円

☆ 基金積立金 高齢者介護課 54,961 ○
・

10,810

社会福祉 職員人件費 福祉課 656 ○ 職員の人事異動に伴う人件費等の調整
授産特会

656

真田公共 菅平一般管理事業 真田下水道課 2,070 ○
下水特会 ・

真田一般管理事業 767 ○
・

☆ 市債の繰上償還 163,550 ○
・
・

166,370

真田農集排 ☆ 市債の繰上償還 真田下水道課 39,387 ○
特　　　会 ・

39,387

公営企業金融公庫起債利率5％以上

公的資金補償金免除繰上償還に伴う元金償還金の補正増
公営企業金融公庫起債利率5％以上

電気料金不足による増額

脱水ケーキ収集運搬手数料不足による増額

公的資金補償金免除繰上償還に伴う元金償還金の補正増
旧資金運用部起債利率7％以上

既決9,750千円　⇒　補正後11,820千円

既決6,923千円　⇒　補正後7,690千円

既決129,105千円　⇒　補正後184,066千円
介護保険基金への積立金の計上

在宅重度要介護者に対する紙おむつ等購入費助成
任意事業費決算見込額の不足額を計上

介護保険事業特別会計補正額

社会福祉授産事業特別会計補正額

真田公共下水道事業特別会計補正額

真田農業集落排水事業特別会計補正額
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(特別会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計名 本庁主務課
計上額
（千円）

事      業      名

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事       業       内       容

武石診療所 職員人件費 武石診療所 △ 1,019 ○ 職員の人事異動に伴う人件費等の調整
特　　　会

◎ 理学療法業務委託 武石診療所 450 ○
・

△ 569

武石簡易 職員人件費 武石建設課 91 ○
水道特会

基金積立金 武石建設課 △ 6,908 ○
・ 上下水道事業基金積立金 △3,902 千円
・ 消費税納税準備基金積立金 △3,006 千円

☆ 市債の繰上償還 武石建設課 27,797 ○
・

20,800

武石農集排 処理施設管理事業 武石建設課 1,013 ○
特　　　会 ・

200
※各特別会計補正額は１２月補正予算の全体額。
　「１２月補正予算における主な施策」は政策的な事業等を抜粋しているため、各予算計上額の合計額とは一致しない場合がある。

繰上償還へ充てるため積立金を減額する。

リハビリテーション事業
理学療法業務委託

職員の人事異動に伴う人件費等の調整

武石農業集落排水事業特別会計補正額

武石診療所事業特別会計補正額

武石簡易水道事業特別会計補正額

旧資金運用部起債利率7％以上

汚泥引抜運搬及び清浄園投入手数料不足による増額
既決17,309千円　⇒　補正後18,322千円

公的資金補償金免除繰上償還に伴う元金償還金の補正増
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(企業会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計名 本庁主務課
計上額
（千円）

【収益的支出】
営業費用 真田地域振興課 △ 188 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整

△ 188

産 院 【収益的支出】
事 業 会 計 医業費用 産院 2,289 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整

2,289

水 道 【収益的支出】
事 業 会 計 　営業費用 営業課 △ 26,388 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整

【資本的支出】
　建設改良事業費 営業課 △ 69 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整

◎ 　企業債償還金 営業課 1,742,729 ○ 公的資金補償金免除繰上償還に伴う元金償還金の補正増
・旧資金運用部利率7％以上
・公営企業金融公庫利率5％以上

1,716,272

公 共 下 水 【収益的支出】
事 業 会 計 　営業費用 営業課 △ 308 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整

【資本的支出】
　建設改良費 営業課 14,562 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整

◎ 　企業債償還金 営業課 1,259,520 ○ 公的資金補償金免除繰上償還に伴う元金償還金の補正増
・旧資金運用部利率7％以上
・公営企業金融公庫利率5％以上

1,273,774

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

水道事業会計補正額

公共下水道事業会計補正額

事       業       内       容

産院事業会計補正額

事      業      名

真 田 有 線
事 業 会 計

真田有線放送電話事業会計補正額
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(企業会計）
◎は新規事業、☆は充実した事業

会計名 本庁主務課
計上額
（千円）

　　平成19年度　12月補正予算における主な施策

事       業       内       容事      業      名

農 集 排 【収益的支出】
事 業 会 計 　営業費用 営業課 2,201 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整

【資本的支出】
　建設改良費 営業課 △ 7 ○ 人事異動等に伴う人件費の調整

◎ 　企業債償還金 営業課 52,133 ○ 公的資金補償金免除繰上償還に伴う元金償還金の補正増
・公営企業金融公庫利率5％以上

54,327

※各事業会計補正額は１２月補正予算の全体額。
　「１２月補正予算における主な施策」は政策的な事業等を抜粋しているため、各予算計上額の合計額とは一致しない場合がある。

農業集落排水事業会計補正額
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